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研究成果の概要（和文）： 本研究は2か所の体制が異なる行政において、全委託型地域包括支援センターの社会福祉士
、保健師、主任介護支援専門員と行政職員を対象に、それぞれ４職種別のフォーカスグループインタビュー調査を実施
した。その結果、行政と地域包括支援センター間に高齢者虐待対応に関する異なる課題と共通の課題があることが分か
った。
 本研究では、これら共通課題を「行政の内部体制」・「委託型地域包括支援センターの内部体制」・「行政と地域包
括支援センターの連携・協働体制」・「地域包括支援センターを取り巻く地域体制」・「国レベルの政策」の5項目に
分類し、各項目の対応策を「高齢者虐待対応体制の推進に向けての提言（案）」として示した。

研究成果の概要（英文）： This research is based on the focus group interviews by occupation targeting cert
ified social workers, public health nurses, chief care managers, and administrative officers of the commun
ity general support centers in two areas. The survey found that there exist two types of action assignment
s: those different from each other depending on the areas and community general support centers and those 
in common with each other.
 This research makes proposals (draft)for promoting a system to provide appropriate countermeasures agains
t elderly abuse while classifying these common action assignments into the following five categories; the 
internal organization of administration, the internal organization of a community general support center,o
rganization for cooperation and coordination between administration and a community general support center
, regional organization surrounding the community general support center, and the national-level policies.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

厚生労働省は「高齢者虐待の防止、高齢者

の養護者に対する支援等に関する法律」（以

下、高齢者虐待防止法と記す）施行後、市町

村に対して調査を毎年実施し「平成 18 年度 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律に基づく対応状況等に

関する調査結果」の報告書から継続して毎年

発行している。報告書の「3．市町村におけ

る高齢者虐待防止対応のための体制整備等

について」（以下、厚労省市町村調査と記す）

において、高齢者虐待防止のための体制整備

状況が報告されている。2003 年度に財団法人

医療経済研究・社会保険福祉協会医療経済研

究機構が実施した「家庭内における高齢者虐

待に関する調査」（以下、2003 年度全国調査

と記す）の類似調査項目と法施行後の厚労省

市町村調査結果を比較すると、高齢者虐待防

止法施行により、全国的に高齢者虐待防止体

制が整備されつつあることがわかる。 

市町村における高齢者虐待防止に関して

は、前述の 2003 年度全国調査や 2006 年度以

降の厚労省市町村調査があるが、研究者によ

る市町村対象の高齢者虐待対応に関する当

初の悉皆調査は、筆者が実施した 2006～2007

年度調査以外ほとんどない。高齢者虐待対応

のモデル事業を実施した市町村の研究はあ

るが、全国の多様な市町村の高齢者虐待防止

対応の研究は少なかった。また、地域包括支

援センターの調査は保健師・看護師、社会福

祉士、行政等の立場からの調査研究はあるが、

市町村と地域包括支援センター間の高齢者

虐待対応に関する調査は少なかった。 

 
２．研究の目的 

21 世紀に入って高齢者虐待問題に対する

社会的関心が高まり、前述の 2003 年度全国

調査が2003年11月～2004年１月に家庭内の

高齢者虐待に接することがあると思われる

機関と市町村を対象として実施された。 

2006 年 4月には、高齢者虐待防止法が施行

され、市町村における高齢者虐待防止の基盤

整備が始まった。また、2006 年 4月から実施

の改正介護保険法に、「虐待の早期発見・防

止などの権利擁護」の機能を担う地域包括支

援センターの設置が盛り込まれ、業務内容と

して「高齢者虐待防止ネットワーク」の早急

の構築等が掲げられた。地域における高齢者

虐待対応を担う地域包括支援センターの設

置が開始してから本研究開始の 2011 年 4 月

までに約 5年が経過し、市町村における高齢

者虐待対応の現状と課題を明らかにし、虐待

防止体制の整備を促進する必要があった。 

本研究では、(1)市町村内の各地域包括支

援センター職員、(2)３職種別（社会福祉士、

保健師、主任介護支援専門員）の職員、(3)

行政職員を対象にフォーカスグループイン

タビュー調査を実施して、質問紙調査より詳

細な地域包括支援センターと行政との現状

と課題を明らかにし、市町村における高齢者

虐待対応促進に貢献することを目的とした。 

 
３．研究の方法 
(1)研究組織 

本研究の実施にあたっては、科学研究費の

応募資格を有しないが、現場において高齢者

虐待防止に取り組んでいる行政職員と地域

包括支援センター職員の協力が必要不可欠

であると考え研究協力を依頼した。看護師・

保健師、介護支援専門員、社会福祉士等の資

格を合わせ持つ研究者、行政職員、地域包括

支援センター職員による委員会を設置し、検

討を重ねた。委員会の開催回数を以下に示す。 

＊委員会開催回数  2011 年度：2 回  

2012 年度：2回  2013 年度：5回  

＊作業部会開催回数 2013 年度：1回  

(2)人権の保護及び法令等の遵守への対応 

行政職員、地域包括支援センター職員を対

象としたフォーカスグループインタビュー

調査・自記式質問紙調査を実施したが、事前

に調査の内容を十分説明して、調査への参加

と IC レコーダーへの録音の同意を得たうえ



で実施した。参加者に番号を振り分け、テー

プ起こしのデータにおいて発言者はすべて

番号で処理し、発言者が誰かわからないよう

にしてデータ化した。人権及び権利に十分注

意して実施し、個人・市町村が特定されない

ように統計処理を行い、データを研究以外に

利用しないことを説明して実施した。報告書

等で市町村名を記載する場合は原則アルフ

ァベットで表記すると説明し了解を得た。 

インタビュー調査・自記式質問紙調査にお

いて知り得た事例等の個人情報についても、

人権及び権利に十分注意し東洋大学の倫理

規定、日本社会福祉学会の倫理規定、日本社

会福祉士会の倫理規定等を遵守して、個人情

報等については慎重に扱った。 

(3)本研究の枠組み 

本研究の枠組みは、フォーカスグループイ

ンタビューとフォーカスグループインタビ

ュー実施後約3カ月の時点での郵送による自

記式質問紙調査の2段階の調査になっている。 

フォーカスグループインタビュー調査時点

で、フェイスシートの記入と厚労省市町村調

査で実施している「市町村における高齢者虐

待防止対応のための体制整備等」の質問項目

に関する自記式質問紙調査を実施した。 

 (4)調査概要（2011・2012 年度） 

 インタビュー前に、フェイスシートの記入

と自記式質問紙調査を実施した。 

①フェイスシート 

 性別、年齢、取得資格、地域包括支援セ

ンター（または行政）勤務年数等の項目。 

②市町村における高齢者虐待防止対応の為

の体制整備等についての自記式質問紙調査 

フォーカスグループインタビュー対象者

に、前述の厚労省市町村調査の項目について

自記式質問紙調査を実施した。 

③フォーカスグループインタビュー調査 

2011年度、2012年度各 1か所で実施した。

2011 年度は、地域包括支援センターの社会

福祉士、主任介護支援専門員、保健師・看

護師の 3 職種別グループ、行政職員、各地

域包括支援センター内職員を対象にフォー

カスグループインタビューを実施した。

2012 年度は、地域包括支援センターの社会

福祉士、主任介護支援専門員、保健師・看

護師の 3 職種、行政職員を対象にフォーカ

スグループインタビューを実施した。    

フォーカスグループインタビュー調査は、

半構造的なインタビューガイドを用いたグ

ループインタビュー法で行った。インタビ

ューの所要時間は 60 分間で、1 回のみとし

た。インタビューの場所は、各行政の役所

内会議室を借り、司会は本研究代表者と委

員が担当した。また、会話は IC レコーダー

で録音した。なお、インタビューガイドは、

高齢者虐待対応の取組の現状、行政と地域

包括支援センターとの連携・協働の現状と

課題、改善への取組等である。 

分析手法は、IC レコーダーで録音した内

容を逐語化した後、行政と地域包括支援セ

ンターとの取組の現状、体制の特性ならび

に課題に関連する文章を抽出し、共通性・

相違性をもとに分類・整理した。分析は複

数回、複数の研究者で実施した。 

④フォーカスグループインタビュー実施約 3

カ月後の郵送自記式質問紙調査による評価アン

ケート（2011 年度・2012 年度） 

フォーカスグループインタビュー実施後

約 3 カ月の時点で、フォーカスグループイ

ンタビューの全参加者に郵送による自記式

質問紙調査を実施した。内容は、その後の

高齢者虐待対応に関する話し合いの有無や、

参考になったこと、高齢者虐待対応で変化

したこと、気付いた点などである。 

(4) 調査の手法 

①調査対象（市町村の特定を避けるため、

調査対象に対して“エリア”を使用する。） 

＜フォーカスグループインタビュー＞ 

対象者は、3職種別(社会福祉士、保健師・

看護師、主任介護支援専門員)職員、行政職



員で、首都圏にある委託型の地域包括支援セ

ンターをもつ 2か所のエリアで実施した。 

Ａエリア：地域包括支援センター8 ヶ所、

65 歳以上人口約 5.5 万人・高齢化率約 17%   

行政職員 16 名、地域包括支援センター職員

20 名。地域包括支援センター担当の行政職員

を配置している。(調査実施時) 

Ｂエリア：地域包括支援センター20 ヶ所、

65 歳以上人口約 10.5 万人・高齢化率約 20% 

行政職員 9名（3部署）、地域包括支援センタ

ー職員 71 名。現在起きている高齢者虐待対

応には行政職員 3名が、全地域包括支援セン

ターを担当している。(調査実施時) 

なお、Ａエリアでは各地域包括支援センタ

ー内3職種を対象にフォーカスグループイン

タビューを実施したが、Ｂエリアで実施でき

なかったため本報告書では省略している。 

＜3カ月後自記式質問紙調査＞ 

対象者は、フォーカスグループインタビュ

ーに参加した行政職員と地域包括支援セン

ター職員である。 

Ａエリアは回収数 18、有効数 17、回収率

50.0％、Ｂエリアは、回収数 62、有効数 60、

回収率 77.5％であった。 

②調査内容 

＜フォーカスグループインタビュー＞ 

Ａエリアは社会福祉士職（8名）、保健師職（6

名）、主任介護支援専門員職（6名）、行政職

員（16名）、Ｂエリアは社会福祉士職（30名）、

保健師職（21名）、主任介護支援専門員職（20

名）、行政職員（9名）であった。 

それぞれ約 60 分間かけて実施したが、Ｂ

エリアは調査対象者が多かったため、7～10

名になるように 3職種それぞれ 3グループに

分けて実施した。半構造的なインタビューガ

イドを用いて、高齢者虐待防止体制、高齢者

虐待対応についての 14 項目と、職種ごとの

問題点、地域包括支援センターの地域の特殊

性、虐待事例の傾向などを調査項目とした。 

 ＜3カ月後の自記式質問紙調査＞ 

質問項目は、インタビュー後の話し合いの

有無、個人の気付きなどである。 

③調査期間 

＜フォーカスグループインタビュー＞ 

Ａエリア：2011 年 11 月 8日～12 月 19 日

Ｂエリア：2012 年 11 月 13 日～11 月 30 日 

＜3カ月後自記式質問紙調査＞ 

Ａエリア：2012 年 3月 10 日～3月 22 日 

Ｂエリア：2013 年 3月 7日～3月 22日 

 
４．研究成果 

高齢者虐待対応は防止・啓発・対応等を含

めて行政担当部署と地域包括支援センター

が中心となり、地域の社会資源、民生委員や

近隣住民の協力を得て行われている。地域包

括支援センターは、高齢者の抱える問題の対

応に当たる地域での中心的存在であり、高齢

者の総合相談を業務としている。高齢者虐待

対応は、地域包括支援センターの業務の一部

でしかなく、地域包括支援センターの 3職種

の中で、社会福祉士のみが高齢者の権利擁護

担当として高齢者虐待の防止・対応を業務と

しているわけではなかった。地域包括支援セ

ンターでは、3職種それぞれが専門性を発揮

した仕事を中心的に担当しながら、協力して

高齢者虐待問題に取り組んでいた。   

フォーカスグループインタビューにおい

て、根本的な問題として地域包括支援センタ

ー業務の多様性と業務量の多さが課題とし

てあがった。高齢者虐待は、早期発見・早期

対応が重要であるが、見守りなども含めて対

応に時間がかかり、家族支援を含め十分な時

間をかけられない現状等を把握した。 

把握された課題をカテゴリー化し、高齢者

虐待対応体制の推進に向け、「行政の内部体

制」・「委託型地域包括支援センターの内部体

制」・「行政と地域包括支援センターの連携・

協働体制」・「地域包括支援センターを取り巻

く地域体制」・「国レベルの政策」の 5項目の

提案をし、「高齢者虐待対応体制の推進に向

けての提言（案）」を全体像として図示した。 



「行政の内部体制」として、委託型地域包

括支援センターとの連携を密にとり、地域包

括支援センター職員が不安なく高齢者虐待

対応をするには、地域包括支援センター数に

応じた職員の配置が必要である。可能なら、

地域包括支援センターとの担当制があると

ケースが共有され連携がとりやすい。行政職

員は、短期間では 2年での異動もあるようだ

が、できれば専門職として勤務年数を考慮す

るとともに、在職期間中の高齢者虐待データ

や対応スキルを継承する方法を考える必要

がある。また、行政によって個人情報保護法

との兼ね合いも異なると思うが、迅速な高齢

者虐待対応のための情報として、行政が持っ

ている個人情報の地域包括支援センターと

の共有も必要であると考えた。  

「委託型地域包括支援センターの内部体

制」として、高齢者虐待対応の専門職として

若い人材を育てる体制が必要である。高齢者

虐待対応は、経験や知識、スキル等の基本的

な要素のほかに、地域の特性やその地域の社

会資源の熟知などが重要になる。経験豊富な

職員からスキル等を学べる体制作りが急務

であり、経験が浅い職員もチームで対応する

ことで実践の場における習得が可能になる。 

「行政と地域包括支援センターの連携・協

働体制」として、書類での詳細な報告が継続

されていても分離や措置が必要となる場合

もあるので、適宜訪問に同行して事実確認か

らの経緯を行政と地域包括支援センターで

連携をとり共有していく必要がある。地域包

括支援センター職員個人として、地域包括支

援センターのチームとして、行政職員として

の高齢者虐待対応の事例やスキルを蓄積し

て有効活用することが大切である。また、行

政内にスーパーバイザー的な役割を持つ高

齢者虐待の専門の職員の配置や、行政として

の精神保健福祉士や弁護士等他の専門職や

機関との連携・協働のサポートも重要である。 

「地域包括支援センターを取り巻く地域

体制」として、地域住民のエンパワメントが

重要であり、地域住民が高齢者虐待の知識や

認識を高め、地域で高齢者を見守る体制作り

が必要である。また、消防署、警察署、医療

機関、民生委員、自治会、地域住民等対象者

ごとの高齢者虐待の啓発活動が必要である。

地域住民が「虐待」という言葉を敬遠するな

ら別のタイトルで講演会を開催すればよい。 

「国レベルの政策」として、新規卒業の社

会福祉士や経験が浅い職員が高齢者虐待の

現場で働く際に戸惑うことがなく、継続して

働けるような卒業後の教育や研修プログラ

ムを検討する必要がある。もちろん現在の大

学の社会福祉士養成課程においても高齢者

虐待については、指定科目の中で教えられて

いる。地域包括支援センターにおける相談援

助実習もあるが、地域包括支援センターに就

職する社会福祉士がすべて地域包括支援セ

ンターで実習したとは限らない。また、保健

師や主任介護支援専門員も高齢者虐待対応

をしているため、新任はもちろん現任研修も

3 職種と行政職にも必要になる。現在も各市

町村で研修を実施しているが、統一されたカ

リキュラムでの研修が必要である。新たな認

定社会福祉士制度を創設し、社会福祉士のス

キルアップや指導者の養成が始まっている

が、現時点においては、社会福祉士に限らず

高齢者虐待対応の経験豊富な人材を、地域包

括支援センターにおける新規卒業生の社会

福祉士や経験の浅い職員育成の指導者にす

ることも有益ではないかと考えた。 

また、高齢者虐待に関する課題を把握する

中で、課題対応や啓発の方法など、エリアや

地域包括支援センターが独自に工夫してい

ることなどを、全国の地域包括支援センター

に発信して共有することが、高齢者虐待防止

の推進に有益であると考えた。行政職員や地

域包括支援センター職員は所属市町村の経

験が基盤になるため、他の地域の高齢者虐待

対応のノウハウをネット上で共有できる全



国的なシステムの開発の必要性を感じた。 

行政および地域包括支援センターの業務

量について検討する中で、行政の福祉職や地

域包括支援センターなどの退職者の活用シ

ステムの構築について議論された。有能な人

材を地域で活用する方法を模索する必要性

がある。同様に業務量軽減の方法として、NPO

や独立型の社会福祉士、委託法人内の人材の

活用などが提案された。退職者の活用や業務

の外部委託は守秘義務や個人情報保護法を

考慮する必要があるが、高齢者の増加に伴い

地域包括支援センターの業務量が増加する

現状では、有効な方法である。 

 本提言(案）は、2か所のみのフォーカスグ

ループインタビュー調査に基づくものであ

り、普遍化するには限界がある。提言(案)も

学識経験者、研究員、行政職員、地域包括支

援センター職員9名で構成した委員会で議論

しながらまとめたに過ぎない。しかし、調査

や委員会を通して現場の職員の苦悩・不安・

負担等を把握したが、日々の努力や情熱も感

じ取ることができた。高齢者虐待の対応促進

と虐待防止への貢献を目的とした3年間の研

究成果を多くの市町村に参考にしていただ

くために報告書を作成し、都道府県と一部の

市町村と地域包括支援センターに送付した。 

今後の課題として、高齢者虐待対応の市町

村における行政と地域包括支援センターの

体制を調査して類型化し、体制ごとの高齢者

虐待対応の課題の把握を進めて提言を普遍

化し、実現に向け研究を継続したいと考える。 
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